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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第１四半期連結
累計期間

第92期
第１四半期連結

累計期間
第91期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 6,940,646 7,142,236 32,203,232

経常利益又は経常損失（△） （千円） △201,020 47,851 248,264

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △181,279 22,111 209,370

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △222,312 35,523 417,967

純資産額 （千円） 3,910,404 4,669,398 4,635,660

総資産額 （千円） 20,343,988 21,260,101 21,057,174

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △4.98 0.61 5.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 17.4 19.9 20.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第91期第１四半期は１株当たり四半期純

損失金額であり、潜在株式が存在しないため、第92期第１四半期及び第91期は潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社）が

判断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に雇用や所得

環境の改善傾向が続くなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、中国経済の減速など、わが国の景

気を下押しするリスクにも留意が必要な状況が続いております。

このような経済状況の下、当社グループは、2015年度の経営方針を「事業化力の強化」、エレクトロニクス３

社（当社、日本無線（株）、上田日本無線（株））で推進している「事業構造改革の成果実現」とし、基盤事業

の強化、重点事業の成長加速に積極的に取り組んでおります。

事業構造改革に関しましては、日本無線（株）長野事業所の先端技術センターと生産棟が完成し、当社も関係

部門が入居するなど、計画どおりに進んでおります。当社グループは、同社とのシナジーを追求するとともに、

生産効率のさらなる向上を図ることで、成果の発揮に努めております。また、主要生産拠点の一つと位置づけて

いる中国工場につきましては、生産効率改善の効果と、メカトロニクス機器、海上機器の売上増加などにより収

益の向上が図られており、引き続き生産品目の拡大に注力してまいります。

さらに、新事業の事業化加速、不振事業の収益構造見直しなどを進め、収益体質の強化を図ってまいります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを「ソリューション・特機」、「情報通信・電源」、

「メカトロニクス」に変更しております。

 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、次のとおりとなりました。

売上高につきましては、前年同期に比べソリューション・特機およびメカトロニクスセグメントが増加し、情

報通信・電源セグメントの減少分を上回ったことにより、7,142百万円（前年同期比2.9%増）となりました。

損益につきましては、営業利益は売上高の増加に加え、高付加価値製品の比率が増加したことなどから、62百

万円（前年同期は営業損失128百万円）となりました。経常利益は営業利益の増加に伴い、47百万円（前年同期は

経常損失201百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は22百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期

純損失181百万円）となりました。

 

当第１四半期連結累計期間における主要な事業のセグメント別業績は、以下のとおりであります。

セグメント利益またはセグメント損失は、営業利益または営業損失ベースの数値です。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更したため、前年同期比につきましては、前第１四

半期連結累計期間の数値をセグメント変更後の数値に組み替えた上で、比較を行っております。

 

（ソリューション・特機）

本セグメントの売上高につきましては、日本無線（株）からの生産移管などにより、公共インフラ設備機器な

どの官公需通信機器の売上が増加したことから、2,596百万円（前年同期比13.3%増）となりました。利益につき

ましては、高付加価値製品を中心に売上が増加したことなどから、セグメント利益113百万円（前年同期比31.0%

増）となりました。

 

（情報通信・電源）

本セグメントの売上高につきましては、情報通信機器の売上が増加したものの、販売機種の絞り込みにより電

源装置の売上が減少したことなどから、1,999百万円（前年同期比22.5%減）となりました。利益につきまして

は、アダプタ事業の収益改善に努めているものの、コンシューマ電源の価格競争が引き続き厳しいことなどか

ら、セグメント損失141百万円（前年同期はセグメント損失239百万円）となりました。
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（メカトロニクス）

本セグメントの売上高につきましては、複写機の周辺機器などを中心に事務用機器の売上が増加したことなど

から、1,978百万円（前年同期比16.9%増）となりました。利益につきましては、売上高の増加に伴い、セグメン

ト利益21百万円（前年同期はセグメント損失28百万円）と黒字化しました。

 

（2）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

引き続き、各施策の着実な実行により、収益力の強化と財務体質の健全化を図り、企業価値の向上に努めてま

いります。

 

（3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、25百万円であります。なお、当第

１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行
数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,420,538 36,420,538
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 36,420,538 36,420,538 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 36,420,538 － 3,649,580 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　10,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　36,396,000 36,396 －

単元未満株式 普通株式　　　14,538 － 　　　　　－

発行済株式総数 36,420,538 － －

総株主の議決権 － 36,396 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

長野日本無線株式

会社

長野県長野市稲里

町1163番地
10,000 － 10,000 0.02

計 － 10,000 － 10,000 0.02

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 727,844 979,229

受取手形及び売掛金 7,439,482 6,821,781

電子記録債権 367,275 331,616

商品及び製品 619,591 736,967

仕掛品 4,223,711 4,811,347

原材料及び貯蔵品 1,655,000 1,542,389

繰延税金資産 18,107 14,067

その他 267,754 249,942

貸倒引当金 △1,611 △1,386

流動資産合計 15,317,157 15,485,953

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,788,693 1,763,250

機械装置及び運搬具（純額） 413,153 423,391

土地 2,382,106 2,382,106

リース資産（純額） 223,829 263,894

建設仮勘定 9,793 12,333

その他（純額） 258,035 254,835

有形固定資産合計 5,075,610 5,099,810

無形固定資産 210,109 192,623

投資その他の資産   

投資有価証券 268,484 290,472

繰延税金資産 31,953 31,591

その他 167,834 173,624

貸倒引当金 △13,975 △13,975

投資その他の資産合計 454,297 481,713

固定資産合計 5,740,016 5,774,147

資産合計 21,057,174 21,260,101
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,653,315 3,826,107

電子記録債務 2,197,247 2,118,345

短期借入金 6,500,000 6,600,000

1年内返済予定の長期借入金 985,218 798,319

未払金 451,479 263,348

未払費用 255,713 585,589

未払法人税等 68,541 19,053

製品保証引当金 52,953 52,953

その他 643,532 765,943

流動負債合計 14,808,000 15,029,660

固定負債   

長期借入金 606,200 497,300

繰延税金負債 49,527 56,241

再評価に係る繰延税金負債 537,079 537,079

役員退職慰労引当金 17,651 12,702

環境対策引当金 16,964 16,964

退職給付に係る負債 66,487 66,522

資産除去債務 111,111 111,443

その他 208,490 262,787

固定負債合計 1,613,512 1,561,042

負債合計 16,421,513 16,590,702

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,649,580 3,649,580

利益剰余金 △910,310 △888,198

自己株式 △1,814 △1,814

株主資本合計 2,737,454 2,759,566

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 88,322 103,261

土地再評価差額金 988,617 988,617

為替換算調整勘定 99,809 97,838

退職給付に係る調整累計額 296,509 287,569

その他の包括利益累計額合計 1,473,259 1,477,286

非支配株主持分 424,946 432,544

純資産合計 4,635,660 4,669,398

負債純資産合計 21,057,174 21,260,101
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 6,940,646 7,142,236

売上原価 6,326,375 6,329,711

売上総利益 614,271 812,524

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 71,979 97,442

給料 388,982 379,427

退職給付費用 12,739 11,985

その他 268,850 260,826

販売費及び一般管理費合計 742,551 749,680

営業利益又は営業損失（△） △128,279 62,843

営業外収益   

受取利息 52 64

受取配当金 2,880 3,645

受取賃貸料 2,220 7,037

為替差益 － 7,021

貸倒引当金戻入額 1,995 224

その他 7,164 5,284

営業外収益合計 14,312 23,278

営業外費用   

支払利息 27,205 20,271

売上債権売却損 13,051 8,806

為替差損 24,785 -

その他 22,010 9,192

営業外費用合計 87,052 38,270

経常利益又は経常損失（△） △201,020 47,851

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△201,020 47,851

法人税、住民税及び事業税 17,354 12,804

法人税等調整額 △2,036 4,066

法人税等合計 15,317 16,871

四半期純利益又は四半期純損失（△） △216,337 30,980

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△35,058 8,868

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△181,279 22,111
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △216,337 30,980

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 10,495 14,938

為替換算調整勘定 △10,278 △1,455

退職給付に係る調整額 △6,192 △8,939

その他の包括利益合計 △5,974 4,543

四半期包括利益 △222,312 35,523

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △187,254 26,138

非支配株主に係る四半期包括利益 △35,058 9,384
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する企業会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当第1四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計

期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形割引高 661,492千円 248,281千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 

 
 

前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

 減価償却費 104,819千円 123,755千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額

（注）３ 
ソリュー

ション・特

機

情報通信・

電源

メカトロニ

クス

売上高        

外部顧客への売上高 2,292,239 2,580,897 1,691,543 375,966 6,940,646 － 6,940,646

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － 300 1,188,991 1,189,292 △1,189,292 －

計 2,292,239 2,580,897 1,691,843 1,564,958 8,129,938 △1,189,292 6,940,646

セグメント利益又は損失

（△）
86,939 △239,917 △28,044 32,882 △148,139 19,860 △128,279

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、携帯電話機器の販売事業

およびソフトウェア開発や製造の請負事業等を含んでおります。

２．調整額の内容は下記のとおりであります。

セグメント利益  （単位：千円）
 

 金額  

セグメント間取引消去

その他

67,846

△47,986
 

合計 19,860 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額

（注）３ 
ソリュー

ション・特

機

情報通信・

電源

メカトロニ

クス

売上高        

外部顧客への売上高 2,596,070 1,999,133 1,978,160 568,872 7,142,236 － 7,142,236

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － 214 1,463,125 1,463,340 △1,463,340 －

計 2,596,070 1,999,133 1,978,374 2,031,998 8,605,576 △1,463,340 7,142,236

セグメント利益又は損失

（△）
113,901 △141,348 21,838 40,485 34,877 27,966 62,843

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、携帯電話機器の販売事業

およびソフトウェア開発や製造の請負事業等を含んでおります。

２．調整額の内容は下記のとおりであります。

セグメント利益  （単位：千円）
 

 金額  

セグメント間取引消去

その他

89,730

△61,764
 

合計 27,966 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間より、成長路線への確実な転換に向け、各事業の経営判断をより迅速に行う

ため、報告セグメントを従来の「情報・通信機器」、「メカトロニクス機器」、「電源・エネルギー機

器」から、「ソリューション・特機」、「情報通信・電源」、「メカトロニクス」の区分に変更しており

ます。

主な変更点は、従来の情報・通信機器を官公需向け製品と民需向け製品に分け、官公需向け製品を中心

に「ソリューション・特機」とし、民需向け製品と従来の電源・エネルギー機器を統合して「情報通信・

電源」としたことであります。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントにより作成しており、

前連結会計年度の第１四半期連結累計期間に開示した報告セグメントとは相違しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△4円98銭 0円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△181,279 22,111

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△181,279 22,111

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,410 36,410

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金

額であり、また、潜在株式が存在しないため、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成27年８月６日

長野日本無線株式会社   

取 締 役 会　 御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　英　嗣　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　松　　聡　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野日本無線株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野日本無線株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期報

告書に添付する形で別途保管しております。

　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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